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1 [第 5 版補訂版]行政法総論~ (有斐閣，平成25年)250頁。
(3 ) たとえば，田中二郎「新版行政法上巻全訂第 2 版~ (弘文堂，昭和49年)185 
頁。小早川光郎「行政法上~ (弘文堂，平成11年)244買，芝池義一『行政法総
論議義 第 4 版補訂版~ (有斐閣，平成 18年)214頁以下，大橋洋一『行政法I

























(6 ) 藤田宙靖・前掲注(1)， 277頁。





(8) 原田尚彦『行政法要論 全訂第七版[補訂二版]J(学陽書房，平成24年)235 
頁。


















































































































































































































































































































































































































案ではあるが，名古屋地判平成 16・9・22(判タ 1203号 144頁)は，刑事罰



























































































































































































































































































































































































































































































て過料を科す旨の規定が置かれていたが (80条 l項)，現行地方税法は， I偽
りその他不正の行為」による遺脱に対しては，刑罰を科すこととし(たとえば，











































































































































































































































































































11・16(判タ 760号 159頁)は，徳島県都市公国条例 19条に基づく過料は，
「都市公園使用料の不正免脱行為があったときは県知事がその不正免脱者に対
してこれを科することとし， もって右不正免脱行為の発生を防止し，適正な都
市公園使用料収入を確保するとともに都市公園の維持管理又は行政事務遂行の
円滑化を図る目的で設けられた行政罰の一種であって，県知事において右過料
を科することは，県財政の維持及び充実を目的とする財務会計上の行為とはい
えないと解される」として，訴えを却下した(4η。都市公園使用料の賦課徴収
行為は財務会計行為であるが，過料はそれと切断されて財務会計行為性を否定
されているのである。この判決は，過料の前提となる行為(不作為に係る行為
を含む)が非財務会計行為であるか否かにかかわりなく，過料の行政罰たる性
質に鑑みて財務会計行為に当たらないとしていることになる。地方税法に基づ
く重加算金についても，そのように考えてよいかなど，検討の余地があろう。
将来の検討課題としたい。
(47) 徳島市道路占則料条例7条に基づく過料について，徳島地判平成2・1・16判例
地方自治81号40頁も，同趣旨を述べた。
